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2025年 5月 15日 

 

2024年度における適正手続の遵守状況の総括 

 

企業会計基準委員会 

 

Ⅰ．本資料の目的 

1. 本資料は、企業会計基準委員会（以下「ASBJ」という。）が、「企業会計基準及び修正国際

基準の開発に係る適正手続に関する規則」（以下「会計基準適正手続規則」という。）第

31条に基づき、2024年度（2024年 4月 1日から 2025年 3月 31 日）（以下「本年度」と

いう。）における適正手続の遵守状況について報告を行うものである。 

（適正手続監督委員会への委員会の報告） 

第 30 条 委員会は、重要と認められる企業会計基準等の公表又は改正及び修正国際基

準の改正の都度、又は適用後レビューの計画又は実施の都度、適正手続監督委員会

に対して、別紙を参考に本規則の遵守の状況を書面にて報告する。なお、必要に応

じて、当該報告に、企業会計基準等の補足文書の開発に係る本規則の遵守状況の報

告を含める。 

第 31 条 委員会は、原則として年 1 回、適正手続監督委員会に対して、対象年度にお

ける適正手続の遵守状況の総括を報告する。 

 

Ⅱ．適正手続の遵守状況 

2. 本年度における適正手続の遵守状況については、第 3項から第 12項のとおりであり、適

正手続の遵守状況について重要な問題は見受けられなかった。 

審議テーマの決定 

3. 本年度における新規テーマは、以下の企業会計基準諮問会議からの提言及び当該提言に

基づく委員会による審議により選定された（会計基準適正手続規則第 23 条第 1 項）。な

お、以下の(3)については、ASBJ から企業会計基準諮問会議に対し審議テーマについての

検討を要請したものである（会計基準適正手続規則第 23条第 2 項）。 

(1) 2024 年 7 月 30 日に開催された第 530 回企業会計基準委員会（以下「第 530 回企業

会計基準委員会」という。）において、「実務対応報告第 19 号『繰延資産の会計処理

に関する当面の取扱い』の改正」について、企業会計基準諮問会議から新規テーマ

として提言がなされた。この提言を受けて、2024年 8月 20 日に開催された第 531回



 

2/7 

企業会計基準委員会（以下「第 531回企業会計基準委員会」という。）において審議

した結果、新規テーマとして取り上げることとした。 

(2) 第 530回企業会計基準委員会において、「バーチャル PPAの会計上の取扱い」につい

て、企業会計基準諮問会議から新規テーマとして提言がなされた。この提言を受け

て、第 531 回企業会計基準委員会において審議した結果、新規テーマとして取り上

げることとした。 

(3) 第 530回企業会計基準委員会において、「継続企業に関する会計基準の開発」につい

て、企業会計基準諮問会議から新規テーマとして提言がなされた。この提言を受け

て、第 531 回企業会計基準委員会において審議した結果、新規テーマとして取り上

げることとした。 

(4) 2024年 12月 3日に開催された第 537回企業会計基準委員会において、「譲受人が

特別目的会社である場合の金融資産の消滅範囲の明確化」について、企業会計基準

諮問会議から新規テーマとして提言がなされた。この提言を受けて、2024年 12月

25日に開催された第 538 回企業会計基準委員会において審議した結果、新規テー

マとして取り上げることとした。 

4. また、「後発事象に関する会計基準の開発」について ASBJ で検討を再開することに関し

て、企業会計基準諮問会議からの同意があったことも踏まえ、第 531 回企業会計基準委

員会において、ASBJ において後発事象に関する会計基準の開発を再開することとした。 

 

論点整理の公表 

5. 本年度においては、論点整理は公表されていない。 

 

公開草案の公表 

6. 本年度に公表された公開草案は、以下のとおりである。 

【日本基準】 

(1) 移管指針公開草案「移管指針の適用（案）」等（2024年 4月 3日公表、2024年 6月

3日コメント期限、以下「移管指針公開草案等」という。） 

(2) 移管指針公開草案第 15号（移管指針第 9号の改正案）「金融商品会計に関する実務

指針（案）」（2024年 9月 20日公表、2024年 11月 20日コメント期限、以下「移管

指針公開草案第 15号」という。） 
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(3) 公開草案「2024年年次改善プロジェクトによる企業会計基準等の改正（案）」

（2024年 11月 21日公表、2025年 1月 20日コメント期限、以下「2024年年次改

善公開草案」という。） 

(4) 実務対応報告公開草案第 70号「非化石価値の特定の購入取引における需要家の会

計処理に関する当面の取扱い（案）」の公表（2025年 3月 11日公表、2025年 5月

30日コメント期限、以下「実務対応報告公開草案第 70号」という。） 

【修正国際基準】 

該当なし 

7. 前項の公開草案に関する主な適正手続の遵守状況は以下のとおりである。 

会計基準適正手続

規則 

遵守状況 

第 6項(1) 

移管指針公開草

案等 

第 6項(2) 

移管指針公開草

案第 15号 

第 6項(3) 

2024年年次改

善公開草案 

第 6項(4) 

実務対応報告公

開草案第 70号 

公開での審議 

原則として公開

（会計基準適正手

続規則第 7 条第 1

項） 

企業会計基準

委員会の審議に

ついて、ウェブ

での傍聴を認め

た。 

企業会計基準

委員会及び専門

委員会の審議に

ついて、ウェブ

での傍聴を認め

た。 

企業会計基準

委員会の審議に

ついて、ウェブ

での傍聴を認め

た。 

企業会計基準

委員会及び専門

委員会の審議に

ついて、ウェブ

での傍聴を認め

た。 

資料の事前送付 

原則としておおむ

ね 1週間前に送付

（会計基準適正手

続規則第 9 条第 1

項） 

審議資料は、

企業会計基準委

員会のおおむね

5 営業日前に送

付された。 

審議資料は、

企業会計基準委

員会のおおむね

5 営業日前に送

付された。 

審議資料は、

企業会計基準委

員会のおおむね

5 営業日前に送

付された。 

審議資料は、

企業会計基準委

員会のおおむね

5 営業日前に送

付された。 

公開草案公表の議

決の状況 

委員の 5分の 3以

上（会計基準適正

手続規則第 15条

第 1項） 

出席委員全員

の賛成により公

表が承認され

た。 

1 名の委員が

欠席したが、出

席委員全員の賛

成により公表が

承認された。 

1 名の委員が

欠席したが、出

席委員全員の賛

成により公表が

承認された。 

1 名の委員が

欠席したが、出

席委員全員の賛

成により公表が

承認された。 

公開草案の公表期

間 

原則として 2ヶ月 

（会計基準適正手

2 ヶ月以上と

した。 

2 ヶ月以上と

した。 

2 ヶ 月 と し

た。 

2 ヶ月以上と

した。 
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企業会計基準等の公表 

8. 本年度に公表された企業会計基準等は、以下のとおりである。 

【日本基準】 

(1) 移管指針「移管指針の適用」等（2024年 7月 1日公表、以下「移管指針等」という。） 

(2) 企業会計基準第 34号「リースに関する会計基準」等（2024 年 9月 13日公表、以下

「リース会計基準等」という。） 

(3) 改正移管指針第 9号「金融商品会計に関する実務指針」（2025年 3月 11日公表、以

下「改正移管指針第 9 号」という。） 

(4) 「2024年年次改善プロジェクトによる企業会計基準等の改正」（2025年 3月 11日公

表、以下「2024年年次改善」という。） 

【修正国際基準】 

該当なし 

9. 会計基準適正手続規則第 30条では、委員会は、重要と認められる企業会計基準、企業会

計基準適用指針、実務対応報告及び移管指針（以下合わせて「企業会計基準等」という。）

並びに修正国際基準の公表又は改正の都度、適正手続監督委員会に対して適正手続の遵

守状況を書面にて報告を行うことを求めている。第 8項に記載の企業会計基準等のうち、

重要と認められる企業会計基準等として、以下を選定しており、当該企業会計基準等の

適正手続の遵守状況については、個別に報告を行っている。 

【日本基準】 

⚫ リース会計基準等（2024 年 9月 13日公表。第 27回適正手続監督委員会（2025年

2月 28日開催）において適正手続の遵守状況を報告し、財務会計基準機構のホー

ムページで公開した。） 

続規則第 20条第

3 項） 

公開草案に寄せら

れた意見の公表 

ホームページに公

開（会計基準適正

手続規則第 20条

第 4項） 

寄せられた意

見を財務会計基

準機構のホーム

ページで公開し

た。 

寄せられた意

見を財務会計基

準機構のホーム

ページで公開し

た。 

寄せられた意

見を財務会計基

準機構のホーム

ページで公開し

た。 

現段階でコメ

ント期間中であ

る。 
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10. 第 8 項に記載した企業会計基準等の公表に関する主な適正手続の遵守状況（公開草案公

表以後の状況に限る。）は、以下のとおりである。 

【日本基準】 

会計基準適正手続規則 遵守状況 

第 8項(1) 

移管指針等 

第 8項(3) 

改正移管指針第 9

号 

第 8項(4) 

2024年年次改善 

公開での審議 

原則として公開（会

計基準適正手続規則

第 7条第 1項） 

企業会計基準委

員会の審議につい

て、ウェブ会議の

傍聴を認めてい

る。 

企業会計基準委

員会及び専門委員

会の審議につい

て、ウェブ会議の

傍聴を認めてい

る。 

企業会計基準委

員会の審議につい

て、ウェブ会議の

傍聴を認めてい

る。 

資料の事前送付 

原則としておおむね

1週間前に送付（会

計基準適正手続規則

第 9条第 1項） 

審議資料は、企

業会計基準委員会

のおおむね 5 営業

日前に送付されて

いる。 

審議資料は、企

業会計基準委員会

のおおむね 5 営業

日前に送付されて

いる。 

審議資料は、企

業会計基準委員会

のおおむね 5 営業

日前に送付されて

いる。 

再公開草案の要否に関

する審議 

（会計基準適正手続

規則第 20条第 5項） 

再度公開草案を

公表する必要性の

有無について審議

が行われ、再公開

草案の必要性はな

いことが了承され

た。 

再度公開草案を

公表する必要性の

有無について審議

が行われ、再公開

草案の必要性はな

いことが了承され

た。 

再度公開草案を

公表する必要性の

有無について審議

が行われ、再公開

草案の必要性はな

いことが了承され

た。 

企業会計基準等の公表

に関する議決の状況 

委員の 5分の 3以上

（会計基準適正手続

規則第 15条第 1項） 

2 名の委員が欠

席したが、出席委

員全員の賛成によ

り公表が承認され

た。 

1名の委員が欠

席したが、出席委

員全員の賛成によ

り公表が承認され

た。 

1名の委員が欠

席したが、出席委

員全員の賛成によ

り公表が承認され

た。 

企業会計基準等の公表

に関する賛成状況 

[企業会計基準及び修正

国際基準] 

賛成した委員と反対

した委員の名前を記

出席委員数と全

員が賛成した旨を

記載した。 

また、公表に反対

した委員はいなか

ったため、反対し

出席委員数と全

員が賛成した旨を

記載した。 

また、公表に反

対した委員はいな

かったため、反対

企業会計基準に

ついて、賛成した

委員の名前を記載

した。企業会計基

準適用指針及び実

務対応報告につい
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載 

[企業会計基準適用指針

及び実務対応報告] 

委員会の出席委員数

と賛成した委員数を

記載 

（会計基準適正手続

規則第 15条第 2項） 

[企業会計基準等及び修

正国際基準] 

反対した委員の反対

理由を記載 

（会計基準適正手続

規則第15条第3項） 

た委員の反対理由

の記載はない。 

した委員の反対理

由の記載はない。 

て、出席委員数と

全員が賛成した旨

を記載した。 

また、企業会計

基準、企業会計基

準適用指針及び実

務対応報告につい

て、公表に反対し

た委員はいなかっ

たため、反対した

委員の反対理由の

記載はない。 

公開草案に寄せられた

意見と検討の結果の公

表 

ホームページに公開

（会計基準適正手続

規則第 20条第 4項） 

寄せられた意見

への対応表を財務

会計基準機構のホ

ームページで公開

した。 

寄せられた意見

への対応表を財務

会計基準機構のホ

ームページで公開

した。 

寄せられた意見

への対応表を財務

会計基準機構のホ

ームページで公開

した。 

 

【修正国際基準】 

該当なし 

 

企業会計基準等の補足文書の公表 

11. 本年度に公表された補足文書は、以下のとおりである。 

⚫ 補足文書「2025年 3月期決算における令和 7 年度税制改正において創設される予

定の防衛特別法人税の税効果会計の取扱いについて」 

12. 前項の補足文書に関する主な適正手続の遵守状況は以下のとおりである。 
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会計基準適正手続規則 遵守状況 

委員会が公表する企業会計基準等との

関係 

企業会計基準等の一部であると誤解

されないようにする（会計基準適正手

続規則第 12条）。 

本文書は企業会計基準、企業会計基準適用

指針及び実務対応報告を追加又は変更する

ものではなく、企業会計基準等の適用にあた

って参考となる文書であることが記載され

ている。 

補足文書の公表の了承の状況 

委員会において審議した上で、了承を

得る（会計基準適正手続規則第 15 条

第 4項）。 

委員会で審議し、公表が了承された。 

 

企業会計基準等の修正 

13. 本年度に公表された企業会計基準等の修正は、以下のとおりである。 

⚫ 2024年年次改善プロジェクトによる企業会計基準等の修正（2024年 11月 1日公

表） 

⚫ 移管指針「移管指針の適用」の修正（2025年 2月 20日公表） 

14. 前項の修正の公表に関する主な適正手続の遵守状況は以下のとおりである。 

会計基準適正手続規則 遵守状況 

2024年 

年次改善プロジェクト 

移管指針の適用 

公表の了承の状況 

委員会において審議した

上で、了承を得る（会計

基準適正手続規則第 25条

第 1項(2)）。 

委員会で審議し、公表が

了承された。 

委員会で審議し、公表が

了承された。 

 

適用後レビューの実施 

15. ASBJ は、2025 年 3 月 11 日に開示に関する適用後レビューの実施に関して「開示に関す

る適用後レビューの報告」を公表した。 

 

以 上 


